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上⽥市国⼟強靱化地域計画策定委員会 

（第１回） 

令和３年１⽉２７⽇（⽔） 
１３：３０〜 
上⽥駅前ビル「パレオ」２階 会議室

 

議 事 次 第 

 
１ あいさつ 
 
２ 委員の委嘱について 
 
３ ⾃⼰紹介（委員、オブザーバー） 
 
４ 市 出席者の紹介 
 
５ 会⻑・副会⻑の選任について 
 
６ 議 事 
 （１）会議の公開について 
 （２）説明等 

  資料１ 委員会設置要領について 

  資料２ 上⽥市国⼟強靱化地域計画の策定⽅針について 

  資料３ 国⼟強靱化地域計画について概要説明 

 （３）本⽇御議論いただきたい論点 
   ①「⽬標」について 
   ② リスクシナリオ（最悪の事態）の設定について 
 
７ 閉 会 



上田市国土強靱化地域計画策定委員会設置要領 

 

 

(設置) 

第１条 上田市国土強靱化地域計画の策定にあたり、有識者や地域の強靱化を担う関係

団体等に連携・協力を求めるとともに専門的な見地等から幅広く意見や助言を受ける

ため、上田市国土強靱化地域計画策定委員会(以下「委員会」という。)を設置する。

(任務) 

第２条 委員会は、次に掲げる事項について検討及び協議を行い、市長に意見を述べる

ものとする。 

 (1) 上田市国土強靱化地域計画の策定に関すること。 

 (2) その他委員会の必要と認める事項。 

(組織等) 

第３条 委員会は、委員１４人以内をもって組織する。 

２ 委員は、学識経験のある者、関係団体等の代表者のうちから、市長が委嘱する。

３ 委員の任期は、委嘱の日から第２条の任務が終了する日までとする。 

 (会長及び副会長) 

第４条 委員会に会長及び副会長を置き、委員が互選する。 

２ 会長は、委員会の会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副会長は会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

(会議) 

第５条 委員会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところ

による。 

４ 会長は、専門的な事項について必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に

出席させ、意見を求めることができる。 

(庶務) 

第６条 委員会の庶務は、都市建設部土木課において処理する。 

 (補則) 

第７条 この要領に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、別に定める。

   附 則 

 この要領は、令和２年１１月６日から施行する。 

資料１ 
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４ 計画期間 

  本強靱化地域計画の期間は、令和３年度から７年度までの５年間とする。 
ただし、計画期間中においても、社会情勢の変化や施策の進捗状況を踏まえ、必要に応じて⾒直し

を⾏うものとします。 
 

５ 策定体制の構築 

  強靱化地域計画の策定にあたっては、リスクシナリオ(起きてはならない最悪の事態)に対する施策
を分野横断的に抽出するなど、作業内容が広範な部局の所掌にまたがることから、全庁的な策定体制
を構築し、外部からの視点も交えて取組むものとする。 

 
 （１）上⽥市国⼟強靱化地域計画策定委員会 
    国⼟強靱化は、⼟地利⽤のあり⽅や、警察・消防機能、医療機能、交通・物流機能、エネルギ

ー供給機能、情報通信機能、ライフライン機能、⾏政機能等様々な重要機能のあり⽅をリスク
マネジメントの観点から検討するため、市⺠、関係する機関及び学識経験者で構成する策定委員
会を設置し、意⾒を伺う。 

 
 （２）上⽥市防災会議 ※ 
    強靱化地域計画の策定状況について適宜報告を⾏い、意⾒を伺う。 

※ 災害対策基本法第１６条第６項及び上⽥市防災会議条例の規定に基づき、本市の地域防災計画 
の作成及びその実施を推進するとともに、市の地域に係る防災に関する重要事項を審議する 
機関。 

 
 （３）市議会 
    強靱化地域計画の策定状況について適宜報告を⾏い、意⾒を伺う。 
 
 （４）庁内策定会議(主管課⻑会議) 
    市役所は、⼈命の保護、維持・早期回復が必要な（＝強靱化が必要な）重要な機能であること

を念頭に置き、関係する部局は強靱化を担う庁内部局と定め、それぞれが主体としての意識を持
ち、連携して、情報を共有しながら進める体制を構築するものとする。 

    庁内策定会議は、強靱化地域計画の策定にあたり、策定委員会・庁内部局間の連絡調整を図り、
⾻⼦や素案の検討、調整等を⾏う。 

 
 （５）関係各課 
    強靱化地域計画の策定にあたり、脆弱性の評価、リスクへの対応⽅策の検討等を⾏い、その

結果を庁内策定会議の検討等に反映させるとともに、庁内策定会議と連携・協⼒する。 
 
 （６）庁内プロジェクトチーム(兼事務局) 
    強靱化地域計画の策定にあたり、必要な調査研究を⾏うため、政策企画課、危機管理防災課、

⼟⽊課の事務担当者で構成するプロジェクトチームを設置する。 
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８ 策定の効果 

３つの(主な)メリット 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

９ 計画の推進（実効性の確保） 

  強靱化地域計画の策定後は、計画の着実な推進を図るため、毎年度、施策ごとに設定した重要業績
評価指標（ＫＰＩ）の達成状況等を評価するとともに、必要に応じて施策の⾒直しを⾏う等、実効性
を確保する。 

１０ スケジュール(案) 

   別紙 スケジュール(案) 参照 
 

１１ 参考(市町村における策定状況) 

令和３年１⽉ 1 ⽇現在 

 策定済 策定中 策定予定 検討中 策定予定なし 

全 国 ８０１ ６４９ ２４９ ４２   ０ 

⻑野県    １１    ３０    ３６     ０     ０ 
(計 １，７４１ 市町村) 

 ・県内の策定済市町村 
  松本市(H27.5)、東御市(H28.3)、伊那市(H29.3)、駒ケ根市(H29.3)、飯島町(R2.3) 、根⽻村(R2.7)
  ⿇績村(R2.10)、⽊島平村(R2.12)、中川村(R2.12)、⽊祖村(R2.12)、筑北村(R2.12) 
 
(国・⻑野県の状況) 
国：H25.12.11「強くしなやかな国⺠⽣活の実現を図るための防災・減災等に資する国⼟強靱化基本法」

公布・施⾏ ➡ 「国⼟強靱化基本計画(H26.6.3 閣議決定)」 ➡ 基本法施⾏から５年経過 ➡
「国⼟強靱化基本計画の変更(⾒直し)(H30.12.14 閣議決定)」 

⻑野県：「⻑野県強靱化計画(H28.3 ⽉策定)」 
    第１期⻑野県強靱化計画（計画期間：2016(H28)年度〜2017(H29)年度)２年間 
    第２期⻑野県強靱化計画（計画期間：2018(H30)年度〜2022(R4)年度)５年間 

１つ 被害の縮⼩ 
  ・どのような災害等が起こっても、被害の⼤きさそれ⾃体を、⼩さくできる 
２つ 施策事業のスムーズな進捗 
  ・国⼟強靱化に係る各種施策事業がより効果的かつスムーズに進捗することが期待できる 
  ・関係府省庁所管の補助⾦・交付⾦の優先配分(国は、「地域計画」に基づき地⽅公共団体等

が実施する補助⾦・交付⾦事業に対して、予算の「重点化」「要件化」「⾒える化」「地⽅負
担軽減」をすることにより、地域の国⼟強靱化の取組を⼀層促進するとしている) 

３つ 地域の持続的な成⻑を促す 
  ・強靱化の取組により地域が災害に強くなることは、住⺠や⺠間事業者にとっても有益 



国⼟強靱化地域計画について

概要説明

１．国⼟強靭化とは 〜その意義〜
２．国⼟強靭化基本法の概要
３．第２期⻑野県強靭化計画の概要
４．国⼟強靱化地域計画策定の基本的な進め⽅
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資料３



１．国⼟強靭化とは 〜その意義〜

※出典：令和2年12⽉11⽇
国⼟強靱化地域計画策定に係る説明会（⻑野県主催）
出前講座資料：国⼟強靱化地域計画について

内閣官房国⼟強靱化推進室
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国土強靱化の経緯

死者 ４，６９７人 ６，４３４人 １９，５３３人

行方不明者 ４０１人 ３人 ２，５８５人

負傷者 ３８，９２１人 ４３，７９２人 ６，２３０人

全半壊家屋 １５３，８９０棟 ２４９，１８０棟 ４０１，９２８棟

被害額 約0.5兆円 約10兆円 約17兆円

伊勢湾台風（1959年） 阪神・淡路大震災（1995年） 東日本大震災（2011年）

多数の死者・行方不明
建築物・高架橋等の倒壊
市街地延焼火災の発生

大規模津波による被害
帰宅困難者の発生

「災害対策基本法」制定

「防災計画」の策定

⇒「防災」概念の明確化

耐震化・密集市街地対策

自助・共助の大切さ

⇒「減災」の推進

ハード中心の対策の限界

防災教育などソフト対策の重要性

⇒「国土強靱化」の取組

阪神⾼速道路の⾼架橋の倒壊
（写真提供︓神⼾市）

消防局職員と消防団員による
⾏⽅不明者の捜索活動

（写真提供︓仙台市）
伊勢湾台⾵の被害状況

（写真提供︓愛知県）

〇過去の大災害を教訓に、甚大な被害発生と長期間かけて復旧・復興を図る「事後
対策」の繰り返しを避け、最悪の事態を念頭に、平時から備えを行うことが重要。
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〇近年、災害が頻発化・激甚化し、「国土強靱化」は喫緊の課題。

⼈的被害︓死者76⼈
※関連死等を含む

住家被害︓全壊179棟、半壊217棟
主な被災地︓広島県広島市
発⽣期間︓H26.8.19〜

① H26.8.19からの⼤⾬

⼈的被害︓死者・⾏⽅不明者63⼈
主な被災地︓⻑野県・岐⾩県
発⽣期間︓H26.9.27

② H26御嶽⼭噴⽕

⼈的被害︓重傷者10⼈
住家被害︓全壊50棟、半壊92棟
主な被災地︓⻑野県
発⽣期間︓H26.11.22

③ H26⻑野県北部を震源とする地震

⼈的被害︓死者8⼈
住家被害︓全壊80棟、半壊7,022棟
主な被災地︓関東地⽅、東北地⽅
発⽣期間︓H27.9.7〜9.11

④ H27関東・東北豪⾬ ⼈的被害︓死者273⼈
※関連死等を含む

住家被害︓全壊8,667棟、
半壊34,719棟

主な被災地︓熊本県、⼤分県
発⽣期間︓H28.4.14・4.16

⑤ H28熊本地震

⼈的被害︓死者・⾏⽅不明者27⼈
住家被害︓全壊502棟、

半壊2,372棟
主な被災地︓北海道、東北地⽅
発⽣期間︓H28.8.28〜8.31

⑥ H28台⾵第10号

※情報は令和元年11月18日時点

⼈的被害︓死者42⼈
住家被害︓全壊325棟、半壊1,109棟
主な被災地︓福岡県
発⽣期間︓H29.6.30〜7.10

⑦ H29九州北部豪⾬

⼈的被害︓死者237⼈
住家被害︓全壊6,767棟、

半壊11,243棟
主な被災地︓東海地⽅、近畿地⽅、

中国地⽅、四国地⽅
発⽣期間︓H30.6.28〜7.8

⑧ H30年７⽉豪⾬

⼈的被害︓死者14⼈
住家被害︓全壊26棟、

半壊189棟
主な被災地︓東海地⽅、

近畿地⽅
発⽣期間︓H30.9.3〜9.5

⑨ H30台⾵第21号

⼈的被害︓死者42⼈
住家被害︓全壊462棟、半壊1,570棟
主な被災地︓北海道
発⽣期間︓H30.9.6

⑩ H30北海道胆振東部地震

近年の主な災害（平成26年～令和元年）

⼈的被害︓死者1⼈
住家被害︓全壊219棟、半壊2,126棟
主な被災地︓千葉県、神奈川県
発⽣期間︓R1.9.7〜9.9

⑫ R1房総半島台⾵

⼈的被害︓死者98⼈
住家被害︓全壊2,240棟、

半壊13,012棟
主な被災地︓東北地⽅、

関東甲信越地⽅、東海地⽅
発⽣期間︓R1.10.10〜10.13、

10.24〜10.26
※低気圧による⼤⾬の被害を含む

⑬ R1東⽇本台⾵※
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⼈的被害︓死者４⼈
住家被害︓全壊87棟、半壊110棟
主な被災地︓佐賀県、福岡県
発⽣期間︓R1.8.26〜8.29

⑪ R1年８⽉の前線による⼤⾬



⼤規模⾃然災害による被害（推計）

東⽇本⼤震災
（2011年）

南海トラフ
巨⼤地震

⾸都直下
地震

⼈的被害
（死者） 約1.9万⼈

最⼤
約32.3万⼈

最⼤
約2.3万⼈

資産等の
直接被害 約17兆円 約170兆円 約47兆円

⽣産・サービス低下
による被害を含めた場合 約214兆円 約95兆円

（内閣府（防災担当）資料を基に作成）

大災害から国民を守るために

〜 国⼟強靱化、それは⼤災害から⼈命・財産を守ること 〜

⾸都直下地震震度分布
（都⼼南部直下地震（M7.3））

（出典︓中央防災会議⾸都直下地震対策
検討ワーキンググループ最終報告）

（出典︓中央防災会議南海トラフ巨⼤地震対策
検討ワーキンググループ第⼆次報告）

南海トラフ巨⼤地震震度分布
（陸側ケース）
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大災害は経済成長を阻害

〜 世界をリードする⽇本であり続けるための国⼟強靱化 〜

リスボン⼤震災（1755年）

・地震と津波による⾸都リスボンの壊滅
的被害はポルトガル全⼟にも普及

・リスボンの被害額は、GDPの約３割に
達したとの試算も

阪神・淡路⼤震災（1995年）

・神⼾港のコンテナ取扱量は、阪神・淡路⼤
震災をきっかけに伸び悩み

・国内においても、1995年に横浜港・東京
港に抜かれた後、⾸位に戻っていない

コンテナ取扱量の推移
（神⼾港とアジア主要港との⽐較）

（出典︓「神⼾港の質的変貌」（⽇本銀⾏神⼾⽀店））
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いかなる自然災害が発生しようとも、

①人命の保護が最大限図られること

②国家及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること

③国民の財産及び公共施設に係る被害の最小化

④迅速な復旧・復興

を基本目標として、「強さ」と「しなやかさ」を持った安全・安心な国土・地域・経済
社会を構築すること

○大災害の都度、長期間かけて復旧・復興を図るという「事後対応」の繰り返し
を避け、平時から大規模自然災害に対する備えを行うことが重要。

○最悪の事態を念頭に置き、国土政策・産業政策も含めた総合的な対応を「国
家百年の大計」として行っていく必要。

国土強靱化（ナショナル・レジリエンス）とは

14

国土強靱化とは



活動レベル

時間

脆弱な社会

強くしなやかな社会

回復力：しなやかさ

大規模自然災害

ショック耐性：強さ

通常のレベル

0 参考：「巨大地震Xデー」藤井聡著

ビルドバックベター
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〇大規模自然災害時に、人命を守り、経済社会への被害が致命的にならず迅速に
回復する、 「強さとしなやかさ」を備えた国土、経済社会システムを平時から構築

「国土強靱化」とは（強靱な社会のイメージ）



（参考）札幌市強靱化計画

【地域防災計画】

・エネルギー供給
・流通機能の強化
・企業立地促進
・・・・

社会経済システム
の強靭化

応急体制
整備

迅速な
復旧・復興
体制整備

【強靭化地域計画】

災害予防

応急

復旧

復興

発災前 発災後

国土強靭化地域計画 地域防災計画

検討アプローチ 地域で想定される自然災害全般 災害の種類ごと

主な対象フェーズ 発災前 発災時・発災後

施策の設定方法 脆弱性評価、リスクシナリオに合わせた施策 ―

施策の重点化 ○ ￣
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国土強靱化の重要性と効果①

約175,000棟

約98,000棟

約63,000棟

約27,000棟

約11,000人

約8,550人

約6,100人

約3,800人

約1,500人

0人

2,000人

4,000人

6,000人

8,000人

10,000人

12,000人

0棟

20,000棟

40,000棟

60,000棟

80,000棟

100,000棟

120,000棟

140,000棟

160,000棟

180,000棟

200,000棟

耐震化率

約79%（全国、H20）

約87%（東京都、H20）

耐震化率

約90%（全国）

約94%（東京都）

耐震化率

約95%（全国）

約97%（東京都）

耐震化率

約100%（全国）

約100%（東京都）

揺れによる全壊棟数

建物倒壊による死者数（冬・深夜）

首都直下地震被害の軽減効果

出典：首都直下地震の被害想定と対策について（最終報告）（平成25年中央防災会議首都直下地震対策検討WG)

９割減

〇事前に適切な防災対策を行うことにより、被害は激減

現状

（耐震化率100％ ⇒ 全壊棟数・死者数約９割減）
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国土強靱化の重要性と効果②

出典：首都直下地震の被害想定と対策について（最終報告）（平成25年中央防災会議首都直下地震対策検討WG）

９５％減

首都直下地震被害の軽減効果

電気関係の出火の防止
（感震ブレーカー等の設置）

〇ハード対策とソフト対策の適切な組み合わせにより、被害はより軽減

出火防止対策の強化 ⇒ 全焼失棟数・死者数95％減

電気関係の出火の防止及び
初期消火成功率の向上が図ら
れた場合

現状
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事前防災の重要性①－１

19 資料出典：国土交通省ＨＰ



事前防災の重要性①－２

20

資料出典：
国土交通省
ＨＰ



狩野川台風との比較（総雨量）

狩野川放水路により、約1,000m3/sの洪水を分派し
本川の流量を低減

■狩野川台風（昭和33年9月）
湯ヶ島雨量観測所で739mm

平常時
今回の洪水

※今回の洪水で流域最大

○狩野川放水路は昭和23年のアイオン台風を契機として昭和26年に着工し、その後、昭和33年の狩野川台風による甚大な被害を
受けて計画を見直し、昭和40年に完成しました。

○今回の令和元年東日本台風は、狩野川流域に対して、狩野川台風よりも多くの雨をもたらしました。
○今回、放水路直上流にある千歳橋流量観測所で約2,060m3/sの流量を観測しましたが、このうち約1,000m3/sを放水路で

分派したことにより、分派下流地点の沼津市や三島市等を流れる本川水位を低下させることができました。
○昭和33年狩野川台風では、狩野川流域において死者・行方不明者853人、家屋浸水6,775戸の甚大な被害が発生しましたが、

今回の台風第19号では、狩野川本川からの氾濫を防ぐことができ、人的被害をゼロ、家屋の浸水被害も内水等による約1,300戸
に抑えることができました。

狩野川台風（昭和33年）の被害と今回の被害の比較

総降雨量

狩野川台風 台風19号

739mm

同規模
以上

778mm
■令和元年台風第19号

湯ヶ島雨量観測所で778mm

■狩野川台風（昭和33年）

死者・行方不明者：853人
堤防決壊：14箇所、
家屋浸水：6,775戸

狩野川放水路
昭和40年完成

狩野川台風（昭和33年）による浸水被害の範囲

■台風第19号（令和元年）

死者・行方不明者：0人
堤防決壊：0箇所
家屋浸水：約1,300戸※

※家屋浸水は内水等による被害（11/12時点）

⇒狩野川本川の越水を防ぎ、
人的・物的被害を軽減

令和元年東⽇本台⾵における狩野川放⽔路の治⽔効果

21国土交通省水管理・国土保全局作成資料
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利根川本川流域（5ダム）

烏・神流川流域

八ッ場ダム貯留状況写真

10月11日 状況写真

ダムの効果（八斗島地点） 利根川上流ダム群※により約１ｍ水位を低下

●利根川の治⽔基準点である群⾺県伊勢崎市の⼋⽃島地点の上流においては、
利根川上流ダム群※において、約１億４，５００万ｍ３の洪⽔を貯留しました。

●これらのダムの貯留により、⼋⽃島地点では、約１ｍ（速報値）の⽔位が低下したものと推定されます。
※利根川上流ダム群︓矢木沢ダム、奈良俣ダム、藤原ダム、相俣ダム、薗原ダム、下久保ダム、試験湛水中の八ッ場ダム

10月15日 17:00 状況写真

約7,500万m3貯留
※ 現時点で得られているデータ・断面等を用いて算出していることから、
今後の詳細な検討により修正となることがあります。

吾妻川流域

ダム貯留量

利根川本川流域
（５ダム）

約3,900万m3

吾妻川流域
（試験湛水中の八ッ場ダ

ム）
約7,500万m3

烏・神流川流域
（下久保ダム）

約3,100万m3

利根川上流ダム群
（７ダム）

約14,500万m3

本資料の数値等は速報値のため、今後の調査等で変更が⽣じる可能性があります。

令和元年東⽇本台⾵における利根川上流ダム群の治⽔効果

22 国土交通省水管理・国土保全局作成資料
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２．国⼟強靭化基本法の概要

※出典：令和2年12⽉11⽇
国⼟強靱化地域計画策定に係る説明会（⻑野県主催）
出前講座資料：国⼟強靱化地域計画について

内閣官房国⼟強靱化推進室
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（議員立法により、平成25年12月４日成立、同月11日公布・施行）

「強くしなやかな国民生活の実現を図るための
防災・減災等に資する国土強靱化基本法」①

国土強靱化に関する施策の推進は、東日本大震災から得られ
た教訓を踏まえ、必要な事前防災及び減災その他迅速な復旧
復興に資する施策を総合的かつ計画的に実施することが重要
であるとともに、国際競争力の向上に資することに鑑み、明確
な目標の下に、大規模自然災害等からの国民の生命、身体及
び財産の保護並びに大規模自然災害等の国民生活及び国民
経済に及ぼす影響の最小化に関連する分野について現状の
評価を行うこと等を通じて、当該施策を適切に策定し、これを
国の計画に定めること等により、行われなければならないこと。

第二条：基本理念
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（地方公共団体の責務）
第四条 地方公共団体は、第二条の基本理念にのっとり、国土強靱化に

関し、国との適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の地域の
状況に応じた施策を総合的かつ計画的に策定し、及び実施する責務を
有する。

（事業者及び国民の責務）
第五条 事業者及び国民は、国土強靱化の重要性に関する理解と関心を

深め、国及び地方公共団体が実施する国土強靱化に関する施策に協
力するよう努めなければならない。

（関係者相互の連携及び協力）
第六条 国、地方公共団体、事業者その他の関係者は、第二条の基本

理念の実現を図るため、相互に連携を図りながら協力するよう努めな
ければならない。

「強くしなやかな国民生活の実現を図るための
防災・減災等に資する国土強靱化基本法」②
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五．施設等の整備に関しない施策と
施設等の整備に関する施策を組み
合わせた国土強靱化を推進するた
めの体制を早急に整備すること。

六．取組は、自助、共助及び公助が
適切に組み合わされることにより行
われることを基本としつつ、特に重
大性又は緊急性が高い場合には、
国が中核的な役割を果たすこと。

七．財政資金の効率的な使用による
施策の持続的な実施に配慮して、
その重点化を図ること。

「強くしなやかな国民生活の実現を図るための
防災・減災等に資する国土強靱化基本法」③

第八条：基本方針

一．人命の保護が最大限に図られ
ること。

二．国家及び社会の重要な機能が
致命的な障害を受けず、維持さ
れ、我が国の政治、経済及び社
会の活動が持続可能なものとな
るようにすること。

三．国民の財産及び公共施設に係
る被害の最小化に資すること。

四．迅速な復旧復興に資すること。
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（国土強靱化地域計画）
第十三条 都道府県又は市町村は、国土強靱化に関する施策の総

合的かつ計画的な推進を図るため、当該都道府県又は市町村の
区域における国土強靱化に関する施策の推進に関する基本的な
計画（以下「国土強靱化地域計画」という。）を、国土強靱化地域計
画以外の国土強靱化に係る当該都道府県又は市町村の計画等の
指針となるべきものとして定めることができる。

（国土強靱化地域計画
と国土強靱化基本計画との関係）

第十四条 国土強靱化地域計画は、
国土強靱化基本計画との調和が保たれた
ものでなければならない。

⇒アンブレラ計画

「強くしなやかな国民生活の実現を図るための
防災・減災等に資する国土強靱化基本法」④

総合計画

地
震
・
津
波
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン

生
涯
学
習
推
進
計
画

文
化
振
興
計
画

・・・

イ
ン
フ
ラ
長
寿
命
化
計
画

○
○
都
市
計
画

地
方
創
生
総
合
戦
略

道
路
整
備
基
本
計
画

環
境
基
本
計
画

中
心
市
街
地
活
性
化
計
画

・・・

国土強靱化地域計画

国土利用計画地域防災計画

地 域 強 靱 化
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「強くしなやかな国民生活の実現を図るための
防災・減災等に資する国土強靱化基本法」⑤

国による施策の実施
※内閣総理大臣による関係行政機関の
長に対する必要な勧告

国の他の計画

◆閣議決定

○記載事項
・ 対象とする施策分野
・ 施策策定に係る基本的指針
・ その他施策の総合的・計画的推進の
ために必要な事項

国土強靱化基本計画の策定

指針＝アンブレラ計画

評価結果に
基づき策定

◆推進本部が実施
・ 評価指針を作成
・ 最悪の事態を想定し、総合的・客観的に
・ 関係行政機関の協力を得て実施

脆弱性評価の実施

指針＝アンブレラ計画

都道府県・市町村の他の計画

◆都道府県・市町村が作成

国土強靱化地域計画の策定

調
和

都道府県・市町村による施策の実施
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３．第２期⻑野県強靭化計画の概要

※出典：⻑野県公式ホームページ
防災・安全＞防災計画＞⻑野県強靱化計画
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４．国⼟強靱化地域計画策定の基本的な進め⽅

※出典：令和2年12⽉11⽇
国⼟強靱化地域計画策定に係る説明会（⻑野県主催）
出前講座資料：国⼟強靱化地域計画について

内閣官房国⼟強靱化推進室
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国土強靱化地域計画の策定の進め方

目指すべき将来の地域の姿
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【基本目標】
国土強靭化基本計画（H30.12.14閣議決定）の４つの基本目標に即して設定

Ⅰ 人命の保護が最大限図られること
Ⅱ 国家及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること
Ⅲ 国民の財産及び公共施設に係る被害の最小化
Ⅳ 迅速な復旧復興

STEP１ 地域を強靱化する上での目標の明確化

写真提供：神戸市

【事前に備えるべき目標】
国土強靭化基本計画の８つの備えるべき目標に即して設定

１ 直接死を最大限防ぐ
２ 救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、

被災者等の健康・避難生活環境を確実に確保する
３ 必要不可欠な行政機能は確保する
４ 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する
５ 経済活動を機能不全に陥らせない
６ ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めるとともに、

早期に復旧させる
７ 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない
８ 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する
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【想定するリスク】
・大規模自然災害
・地域の特性に応じた自然災害

※ 過去の災害にとらわれずに想定を行うことが重要。
※ 最も切迫している災害を先行、その他はおって 拡充する等、

段階的な策定も可。

【リスクシナリオ】
・想定リスク、地域特性、都道府県地域計画等を踏まえ、 基本計画の45のリスクシナリオを
参考に、「起きてはならない最悪の事態」を設定。

【施策分野】
・リスクシナリオを回避するために必要な施策を念頭に置きつつ、基本計画の施策分野（12
の個別施策分野と５の横断的分野）や自団体の総合計画等の施策分野を参考に、施策分
野を設定。

〇地域独自のリスクシナリオ
〔静岡県掛川市〕企業・住民の流出等による地域活力の低下

〇地域独自の施策分野 〔高知県高知市〕教育・保育

地方公共団体の取組例

STEP２ リスクシナリオ（最悪の事態）、個別施策分野の設定

35
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45の起きてはならない最悪の事態（基本計画見直し後）

事前に備えるべき目標(カテゴリー)
起きてはならない最悪の事態

１．直接死を最大限防ぐ。

1-1 住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の
倒壊による多数の死傷者の発生

1-2 密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の死傷
者の発生

1-3 広域にわたる大規模津波等による多数の死傷者の発生
1-4 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生
1-5 大規模な火山噴火・土砂災害（深層崩壊）等による多数の死傷者の発生
1-6 暴風雪や豪雪等に伴う多数の死傷者の発生

２．救助・救急、医療活動等が迅 速に行われるとともに被災者等の健康・避難生活環
境を確実に確保する。

2-1
被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の
停止

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生
2-3 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足
2-4 想定を超える大量の帰宅困難者の発生、混乱

2-5 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給
の途絶による医療機能の麻痺

2-6 被災地における疫病・感染症等の大規模発生

2-7 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康状態の悪
化・死者の発生

３． 必要不可欠な行政機能は確保する。
3-1 被災による司法機能、警察機能の大幅な低下による治安の悪化、社会の混乱
3-2 首都圏等での中央官庁機能の機能不全
3-3 地方行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下

４． 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する
4-1 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止
4-2 テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態

4-3 災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、
避難行動や救助・支援が遅れる事態

５．経済活動を機能不全に陥らせない。
5-1 サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による国際競争力の低下
5-2 エネルギー供給の停止による、社会経済活動・サプライチェーンの維持への甚大な影響
5-3 コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等
5-4 海上輸送の機能の停止による海外貿易への甚大な影響

事前に備えるべき目標(カテゴリー)
起きてはならない最悪の事態

5 5-5 太平洋ベルト地帯の幹線が分断するなど、基幹的陸上海上交通ネットワークの機
能停止による物流・人流への甚大な影響

5-6 複数空港の同時被災による国際航空輸送への甚大な影響
5-7 金融サービス・郵便等の機能停止による国民生活・商取引等への甚大な影響
5-8 食料等の安定供給の停滞
5-9 異常渇水等による用水供給途絶に伴う、生産活動への甚大な影響

６．ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めるとともに、
早期に復旧させる。

6-1 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス供給、石油・ＬＰガス
サプライチェーン等の長期間にわたる機能の停止

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止
6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止

6-4 新幹線等基幹的交通から地域交通網まで、陸海空の交通インフラの長期間にわ
たる機能停止

6-5 防災インフラの長期間にわたる機能不全
７．制御不能な複合災害・二次災害を発生させない。

7-1 地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生
7-2 海上・臨海部の広域複合災害の発生

7-3 沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞、地下構造物の倒壊等に伴う陥没による交通
麻痺

7-4 ため池、防災インフラ、天然ダム等の損壊・機能不全や堆積した土砂・火山噴出
物の流出による多数の死傷者の発生

7-5 有害物質の大規模拡散・流出による国土の荒廃
7-6 農地・森林等の被害による国土の荒廃

８．社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する。
8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態

8-2 復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術者等）の不
足、より良い復興に向けたビジョンの欠如等により復興できなくなる事態

8-3
広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害の発生により復興が大幅に
遅れる事態

8-4 貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティーの崩壊等による有形・無
形の文化の衰退・損失

8-5
事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅
に遅れる事態

8-6 国際的風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失業・倒産等による
国家経済等への甚大な影響

※ は、新たに設定 は、内容を組替

は、重点プログラム は、重点プログラムと関連が強いプログラム 36



○脆弱性の分析・評価にあたっては、縦軸にSTEP２で設定したリ
スクシナリオ、横軸にSTEP２で設定した個別施策分野を配置し
たマトリクスを作成

※ 縦横軸の交差する各枠に施策（事業）を記載。
※ 記載する施策は、例えば自団体の総合計画、地域防災計画や個別施策
分野ごとの計画から施策（事業）を抽出等。

○マトリクスの作成により、個々のリスクシナリオに対するすべ
ての施策（事業）を見える化できるため、

・施策（事業）に漏れはないか
・関連する施策（事業）の進捗状況に齟齬をきたしていないか

等の確認に極めて有効な手法

STEP３ 脆弱性の分析・評価、課題の検討
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地域経営分野
地域・社会福祉

分野
産業・雇用

分野
教育・文化

分野
都市・交通基盤

分野
老朽化対策

1.・・・

○○○○…

情報伝達の不備等による避難
行動の遅れ等に伴う被害の拡
大

避難勧告等発令
基準の策定

ブロードバンド利
用環境整備

教育活動の充実

××××…

5.・・・

サプライチェーンの寸断等によ
る経済活動の麻痺

物流機能の維
持・確保

人材育成を通じ
た産業の体質強
化

漁港施設の耐
震・耐津波強化
対策
港湾施設の維持
管理計画の策定

△△△△…

6.・・・

地域交通ネットワークの市内
各地での分断

災害に強く信頼
性の高い幹線道
路ネットワークの
構築

道路施設の維持
管理計画の策定

快適な道路環境
の確保

□□□□…

◆◆◆◆…

【イメージ】

目
標
・リ
ス
ク
シ
ナ
リ
オ

「防災教育」が
明記されてい

ない！

施策が全く
ないリスク！

民間企業の
BCP策定が
必要では？

道路整備は防
災の観点も必

要では？

STEP３ 脆弱性の分析・評価、課題の検討
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個別施策分野



引き続き
起こる事象

脆弱性評価の具体例 （フローチャート分析）

災害から⽣じ
る様々な被害

最悪の
事態

災害時に情
報の収集・伝
達ができず、
避難行動や
救助・支援が

遅れる

情報が
伝わら
ない

情報受信
手段の喪失

情報発信手段
の喪失

発信すべき情報を
収集（受信）、加工

できない

情報が
発信

できない

情報を
受信

できない

情報発信業務
に従事する職

員の不足

通信
インフラの

麻痺

交通の麻痺

ﾗｼﾞｵ・ﾃﾚﾋﾞ放送
の中断等

災害
発⽣

情報伝達手段
の多重化に取
り組んでいるか

SNS等を活用し

た情報収集手段
の多様化に取り
組んでいるか

関係機関との
連携に取り組
んでいるか

Ｌアラートを
活用できて

いるか

想定した訓
練を行って

いるか

システムのダウン

記録媒体の喪失
等による情報の

喪失

通信設備の
災害対策を

行っているか

停電に備えた
対策を行って

いるか

道路の液状化、
橋の耐震化対策
を行っているか

STEP３ 脆弱性の分析・評価、課題の検討
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地域経営分野
地域・社会福祉

分野
産業・雇用

分野
教育・文化

分野
都市・交通基盤

分野
老朽化対策

1.・・・

○○○○…

情報伝達の不備等による
避難行動の遅れ等に伴う
被害の拡大

避難勧告等発
令基準の策定

ブロードバンド
利用環境整備

教育活動の充実
防災教育の推進

××××…

5.・・・

サプライチェーンの寸断
等による経済活動の麻痺

物流機能の維
持・確保

人材育成を通じ
た産業の体質強
化

漁港施設の耐
震・耐津波強化
対策
港湾施設の維
持管理計画の
策定

△△△△…

6.・・・

地域交通ネットワークの
市内各地での分断

災害に強く信頼
性の高い幹線
道路ネットワー
クの構築

道路施設の維
持管理計画の
策定

災害に備えた
道路交通環境
の整備

□□□□…

◆◆◆◆…

【イメージ】
個別施策分野

目
標
・リ
ス
ク
シ
ナ
リ
オ

プログラム
の評価

（脆弱性を
評価）

個別施策分野ごとの評価（整理）

STEP３ 脆弱性の分析・評価、課題の検討
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地域経営分野
地域・社会福祉

分野
産業・雇用

分野
教育・文化

分野
都市・交通基盤

分野
老朽化対策 評価

1.・・・

○○○○…

脆
弱
性
の
評
価

情報伝達の不備等による
避難行動の遅れ等に伴う
被害の拡大

避難勧告等発
令基準の策定

ブロードバンド
利用環境整備

教育活動の充実
防災教育の推進

××××…

5.・・・

サプライチェーンの寸断
等による経済活動の麻痺

物流機能の維
持・確保

人材育成を通じた
産業の体質強化

漁港施設の耐
震・耐津波強化
対策
港湾施設の維持
管理計画の策定

△△△△…

6.・・・

地域交通ネットワークの
市内各地での分断

災害に強く信頼
性の高い幹線道
路ネットワーク
の構築

道路施設の維
持管理計画の
策定

災害に備えた道
路交通環境の整
備

□□□□…

◆◆◆◆…

評価 個別施策分野ごとの評価

【イメージ】
個別施策分野

目
標
・リ
ス
ク
シ
ナ
リ
オ

STEP３ 脆弱性の分析・評価、課題の検討
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○脆弱性評価の結果に基づき、各リスクへの対応方策を検討・整理

※ 個別施策分野に対応方策を整理することも有効。

○地域を特定した個別の事業の記載も検討

※ この場合、自団体だけでなく国や他の地方公共団体等に係る個別の事業に
ついても記載。

○対応方策の検討に当たっては、

・地域産業の振興や高齢化対策、自然環境の保護等、強靱化の推進以外の行政
分野も十分に勘案

・他の主体（国・県・民間事業者・住民）との役割分担を整理、関係者間で十
分に対話・相談

○対応方策として整理するに当たっては、取組主体（国・県・市町村、部局名
等）を明記する等、対外的に取組主体が分かる工夫を

○様々な主体の取組がどのように地域の強靱化に関わるのかという観点からは、
施策や個別の事業とリスクシナリオとの関連性の明示も重要

STEP４ リスクへの対応方策の検討
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地域経営分野
地域・社会福祉

分野
産業・雇用

分野
教育・文化

分野
都市・交通基盤

分野
老朽化対策 評価 対応方策

1.・・・

○○○○…

脆
弱
性
の
評
価

対
応
方
策
の
検
討

情報伝達の不備等による避
難行動の遅れ等に伴う被害
の拡大

避難勧告等発令
基準の策定

ブロードバンド利
用環境整備

教育活動の充実
防災教育の推進

××××…

5.・・・

サプライチェーンの寸断等に
よる経済活動の麻痺

物流機能の維
持・確保

人材育成を通じ
た産業の体質強
化

漁港施設の耐
震・耐津波強化
対策
港湾施設の維持
管理計画の策定

△△△△…

6.・・・

地域交通ネットワークの市内
各地での分断

災害に強く信頼
性の高い幹線道
路ネットワークの
構築

道路施設の維持
管理計画の策定

災害に備えた道
路交通環境の整
備

□□□□…

◆◆◆◆…

評価 個別施策分野ごとの評価

【イメージ】
個別施策分野

目
標
・リ
ス
ク
シ
ナ
リ
オ

STEP４ リスクへの対応方策の検討

新たな施策
を検討

追加の施策を
検討
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個別の事業の記載（策定済み団体での実例）

44

地域計画の「別冊」において、具体の事業を「リスクシナリオを回避するための具体的な事業一覧」として、
総事業費も含め、リスクシナリオごとに明記

事業名 事業期間
総事業費
（億円）

個別施策分野

行政機能 住環境
保健医療

福祉
産業

国土保全
交通

ニュースポーツ公園グラウンドゴルフ場整備 R1~R5 0.3 〇

松江市営陸上競技場改修工事 R1~R10 16.6 〇

松江市営補助競技場改修工事 R2~R4 2.6 〇

松江市営野球場改修工事 R1~R10 8.6 〇

松江市営庭球場改修工事 R3~R9 0.4 〇

松江市北庭球場照明設備整備事業 R2~R3 0.4 〇

東出雲複合施設整備事業 検討中 未定 〇

島根複合施設整備事業 検討中 未定 〇

テルサ大規模改修 H30~R5 3.4 〇

松江市国際交流会館改修事業 R2~R4 0.7 〇

玉湯幼稚園改築事業 H30~R3 3.6 〇

公営住宅等ストック総合改善事業 H30~R10 10.6 〇

橋梁点検・長寿命化事業 随時 未定 〇

橋梁耐震化事業 H23~ 未定 〇

1-1 住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊による多数の死傷者の発生

※事業期間及び総事業費については、中期財政見通しに基づき記載する。
なお、総事業費についてはR2年度以降に事業費が発生するものに限って記載する。

○松江市国土強靱化地域計画 別冊 リスクシナリオを回避するための具体的な事業一覧（抜粋）



○各リスクの影響の大きさ・重要性・緊急度等を考慮して、
プログラム（または施策）を重点化・優先順位付け

〔高知県高知市〕高知県全域を対象に地域特性や被害想定を勘案して、県市で
29のリスクシナリオに絞り込み。さらに「影響の大きさ」、
「市の役割の大きさ」、「他のリスクシナリオの回避や被害軽
減への寄与度」、「新規KPIを設定した項目」の視点から優先
度を総合的に判断し、８の重点化プログラムを選定。

〔千葉県旭市〕「市の役割の大きさ」、「影響の大きさ」、「緊急度」の観点
から、27のプログラムのうち12の重点化プログラムを選定。

〔北海道札幌市〕個別事業の中長期事業費を資料として添付。

地方公共団体の取組例

STEP５ 対応方策について重点化・優先順位付け
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地域経営分野
地域・社会福祉

分野
産業・雇用

分野
教育・文化

分野
都市・交通基盤

分野
老朽化対策 評価 対応方策

影響度
重要度
緊急度

1.・・・

○○○○…

脆
弱
性
の
評
価

対
応
方
策
の
検
討

情報伝達の不備等によ
る避難行動の遅れ等に
伴う被害の拡大

避難勧告等発
令基準の策定

ブロードバンド
利用環境整備

教育活動の充
実

防災教育の推
進

××××…

5.・・・

サプライチェーンの寸断
等による経済活動の麻
痺

物流機能の維
持・確保

人材育成を通じ
た産業の体質
強化

漁港施設の耐
震・耐津波強化
対策
港湾施設の維
持管理計画の
策定

△△△△…

6.・・・

地域交通ネットワークの
市内各地での分断

災害に強く信頼
性の高い幹線
道路ネットワー
クの構築

道路施設の維
持管理計画の
策定

災害に備えた
道路交通環境
の整備

□□□□…

◆◆◆◆…

評価 個別施策分野ごとの評価

STEP５ 対応方策について重点化・優先順位付け
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【イメージ】
個別施策分野

目
標
・リ
ス
ク
シ
ナ
リ
オ

重点化・優先順位付け

✓

✓

✓



本⽇御議論いただきたい論点

上⽥市国⼟強靱化地域計画の策定にあたって

① 「⽬標」について

② リスクシナリオ（最悪の事態）設定について

47



国の国⼟強靱化基本計画（平成30年12⽉）
−強くて、しなやかなニッポンへ−

○基本⽬標
いかなる災害等が発⽣しようとも、
① ⼈命の保護が最⼤限図られること
② 国家及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持

されること
③ 国⺠の財産及び公共施設に係る被害の最⼩化
④ 迅速な復旧復興

○事前に備えるべき⽬標
１ 直接死を最⼤限防ぐ
２ 救助・救急、医療活動が迅速に⾏われるとともに、被災

者等の健康・避難⽣活環境を確実に確保する
３ 必要不可⽋な⾏政機能は確保する
４ 必要不可⽋な情報通信機能・情報サービスは確保する
５ 経済活動を機能不全に陥らせない
６ ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等

の被害を最⼩限に留めるとともに、早期に復旧させる
７ 制御不能な複合災害・⼆次災害を発⽣させない
８ 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる

条件を整備する

○４５の起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）
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第２期⻑野県強靭化計画（30ページ、31ページ）

○総合⽬標を掲げ、７つの基本⽬標、３２のリスクシナリオ
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「総合⽬標」「基本⽬標」「事前に備えるべき⽬標」の事例整理 （⻑野県内） No.1

⾃ 治 体 等 総 合 ⽬ 標 基 本 ⽬ 標 事 前 に 備 え る べ き ⽬ 標 リスク
シナリオ数

いかなる災害等が発⽣しようとも、 １ 直接死を最⼤限防ぐ
① ⼈命の保護が最⼤限図られること ２ 救助・救急、医療活動が迅速に⾏われるとともに、被災者等の健康・避難⽣活環境を確実に確保する
② 国家及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること ３ 必要不可⽋な⾏政機能は確保する
③ 国⺠の財産及び公共施設に係る被害の最⼩化 ４ 必要不可⽋な情報通信機能・情報サービスは確保する
④ 迅速な復旧復興 ５ 経済活動を機能不全に陥らせない

６ ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最⼩限に留めるとともに、早期に復旧させる
７ 制御不能な複合災害・⼆次災害を発⽣させない
８ 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する

１ ⼈命の保護が最⼤限図られること
２ 負傷者等に対し、迅速に救助、救急活動が⾏われること
３ 必要不可⽋な⾏政機能、情報通信機能は確保すること

多くの災害から学び、いのちを守る県づくり ４ 必要最低限のライフラインを確保し、早期復旧ができること
５ 流通・経済活動を停滞させないこと
６ ⼆次的な被害を発⽣させないこと
７ 被災した⽅々の⽣活が継続し、⽇常の⽣活が迅速に戻ること
いかなる⾃然災害等が発⽣しようとも、 (1) ⼤規模⾃然災害が発⽣したときでも⼈命の保護が最⼤限図られる。
(1) ⼈命の保護が最⼤限図られること。 (2) ⼤規模⾃然災害発⽣直後から救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われる。(それがなされない場合の必要な対応を含
(2) 市及び地域の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること。 (3) ⼤規模⾃然災害発⽣直後から必要不可⽋な⾏政機能は確保する。
(3) 市⺠の財産及び公共施設に係る被害の最⼩化 (4) ⼤規模⾃然災害発⽣直後から必要不可⽋な情報通信機能は確保する。

(4) 迅速な復旧復興 (5) ⼤規模⾃然災害発⽣後であっても、⽣活・経済活動に必要最低限の電気 、ガス、上下⽔道、燃料、交通ネット
ワーク等
(6) 制御不能な⼆次災害を発⽣させない。
(7) ⼤規模⾃然災害が発⽣したときでも観光地や⽂化財が保全される。

１ ⼈命の保護が最⼤限図られること
２ 負傷者等に対し、迅速に救助、救急活動が⾏われること
３ 必要不可⽋な⾏政機能、情報通信機能は確保すること

市⺠の⽣命・財産・暮らしを守りぬき、活⼒ある地域を持続する ４ 必要最低限のライフラインは確保し、これらの早期復旧を図ること
５ 流通・経済活動が停滞しないこと
６ ⼆次的な被害を発⽣させないこと
７ 被災した⽅々が、元の⽣活に迅速に戻れること

Ⅰ ⼈命の保護が最⼤限図られること。
Ⅱ 被災者や負傷者等に対し、迅速に救助、救急活動が⾏われること。

市⺠の⽣命、財産、⽣活を、ともに守り抜く Ⅲ 必要不可⽋な⾏政機能、情報通信機能を確保すること。
Ⅳ ⽣活・経済活動に必要なライフライン等を確保すること。
Ⅴ ⼆次的な被害を発⽣させないこと。

１ 直接死を最⼤限防ぐ
２ 救助・救急・医療活動を迅速に⾏い、被災者等の健康・⽣活環境を確実に確保する。
３ 必要不可⽋な⾏政機能・情報通信機能等を確保する
４ ライフライン等の被害を最⼩限に留め、経済活動を機能不全に陥らせない
５ ⼆次被害を発⽣させない
６ 社会・経済が迅速に復興できる条件を整備する
１ ⼈命の保護が最⼤限図られること
２ 負傷者等に対し、迅速に救助、救急活動が⾏われること
３ 必要不可⽋な⾏政機能・情報通信機能は確保すること

多くの災害から学び、いのちを守るまちづくり ４ 必要最低限のライフラインを確保し、早期復旧ができること
５ 流通・経済活動を停滞させないこと
６ ⼆次的な被害を発⽣させないこと
７ 被災した⽅々の⽣活が継続し、⽇常の⽣活が迅速に戻ること
（１）市⺠の保護が最⼤限図られること （１）直接死を最⼤限防ぐ
（２）⾏政及び地域社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること （２）救助・救急・医療活動が迅速に⾏われるとともに、被災者等の健康・避難⽣活環境を確実に確保する
（３）市⺠の財産及び公共施設に係る被害の最⼩化が図られること （３）必要不可⽋な⾏政機能、情報通信機能・情報サービスは確保する
（４）迅速な復旧・復興を可能にすること （４）ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最⼩限に留めるとともに、早期に復旧させる

（５）制御不能な複合災害・⼆次災害を発⽣させない
（６）社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する

国の基本計画
(H30年12⽉)

⻑野県
(Ｈ30年3⽉)

松本市
(Ｈ27年5⽉)

駒ケ根市
(Ｈ29年3⽉)

21塩尻市
(R3年3⽉(案))

45

32

19

25

16

24伊那市
(Ｈ31年3⽉)

36佐久市
(R2年8⽉⾻⼦)

東御市
(Ｈ31年2⽉)

国：基本⽬標 ①

国：事前に備えるべき⽬標 ２

国：事前に備えるべき⽬標 ３・４

国：事前に備えるべき⽬標 ６
国：事前に備えるべき⽬標 ５

国：事前に備えるべき⽬標 ７

・・・国と同じ設定 ・・・県と同じ設定 ・・・独⾃設定
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「総合⽬標」「基本⽬標」「事前に備えるべき⽬標」の事例整理 （⻑野県内） No.2

⾃ 治 体 等 総 合 ⽬ 標 基 本 ⽬ 標 事 前 に 備 え る べ き ⽬ 標 リスク
シナリオ数

いかなる災害等が発⽣しようとも、 ① ⼈命を確保する対策の整備
・ ⼈命の保護を最⼤限図る ② 救助・救急・避難体制の整備
・ 町及び社会の重要な機能に致命的な障害が及ばないよう維持する ③ ⾏政機能の整備
・ 町⺠の財産及び公共施設に係る被害を最⼩化する ④ ライフラインの整備
・ 迅速な復旧復興を図る ⑤ ⼆次的災害を防ぐための整備
（１）⼈命の保護が最⼤限図られること （１）⼈命の保護が最⼤限図られること
（２）村⺠及び地域の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること （２）救助・救援、医療活動等が迅速に⾏われること
（３）村⺠の財産及び公共施設に係る被害の最⼩化 （３）必要不可⽋な⾏政機能を確保すること
（４）迅速な復旧・復興 （４）必要不可⽋な情報通信機能を確保すること

（５）⽣活・経済活動に必要最低限のライフラインを確保するとともに、これらの早期復旧を図ること
（６）制御不能な⼆次災害を発⽣させないこと
（７）観光地や⽂化財が保全されること

いかなる災害が発⽣しようとも、 ① ⼈命確保のための対策整備
① ⼈命の保護を最⼤限に図る ② 救助、救急、避難体制の整備
② 村及び地域の重要な機能が致命的な障害を受けずに維持する ③ ⾏政・情報通信機能の確保
③ 村⺠の財産及び公共施設に係る被害を最⼩化する ④ ライフラインの確保対策
④ 迅速な復旧復興を⾏う ⑤ ⼆次的災害を防ぐための対策

Ⅰ ⼈命の保護が最⼤限図られること。
Ⅱ 被災者や負傷者等に対し、迅速に救助、救急活動が⾏われること。

笑顔あふれる源流の⾥の⽣命、財産、⽣活を守る Ⅲ 必要不可⽋な⾏政機能、情報通信機能を確保すること。
Ⅳ ⽣活・経済活動に必要なライフライン等を確保すること。
Ⅴ ⼆次的な被害を発⽣させないこと。

いかなる災害等が発⽣しようとも、 ① ⼈命を確保する対策の整備
・ ⼈命の保護を最⼤限図る ② 救助・救急・避難体制の整備
・ 村及び社会の重要な機能に致命的な障害が及ばないよう維持する ③ ⾏政機能の整備
・ 村⺠の財産及び公共施設に係る被害を最⼩化する ④ ライフラインの整備
・ 迅速な復旧復興を図る ⑤ ⼆次的災害を防ぐための整備
① ⼈命の保護が最⼤限図られること
② 負傷者等に対し、迅速に救助、救急活動が⾏われること
③ 必要最低限のライフラインを確保し、早期復旧ができること
④ ⼆次的な被害を発⽣させないこと
⑤ 被災した⽅々の⽣活が継続し、⽇常の⽣活が迅速に戻ること

11飯島町
(R2年3⽉)

24
⿇績村
(R2年10⽉)

11中川村
(R2年12⽉)

17⽊祖村
(R2年12⽉)

11筑北村
(R2年12⽉)

⽊島平村
(R2年12⽉)

11
いかなる災害が発⽣しようとも、村⺠の⽣命・財産・暮らしを守
り、将来にわたって安⼼して住み続けられる⽊島平村を⽬指しま
す。

・・・国と同じ設定 ・・・県と同じ設定 ・・・独⾃設定

51



52



53



54



上⽥市国⼟強靱化地域計画の策定にあたって
 ２ ＳＴＥＰ１ 地域を強靱化する上での⽬標の明確化 

  ① 「総合⽬標」の設定

 
  １ ⼈命の保護が最⼤限図られること
  ２ 負傷者等に対し、迅速に救助、救急活動が⾏われること
  ３ 必要不可⽋な⾏政機能、情報通信機能は確保すること
  ４ 必要最低限のライフラインを確保し、早期復旧ができること
  ５ 流通・経済活動を停滞させないこと
  ６ ⼆次的な被害を発⽣させないこと
  ７ 被災した⽅々の⽣活が継続し、⽇常の⽣活が迅速に戻ること

  ※⻑野県と同じ「基本⽬標」とします。

   「今後、上⽥市の地域特性などを踏まえ、庁内で検討し、設定します。」

  ② 「基本⽬標」の設定
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  ② リスクシナリオ（「起きてはならない最悪の事態」）の設定

   今後、県の第２期強靭化計画及び上⽥市地域防災計画の被害想定（⽷⿂川ー静岡構造
   線断層帯の地震、千曲川の洪⽔等）や過去に発⽣した災害状況を参考として、庁内で
   検討し、想定します。

   国の基本計画 ４５の起きてはならない最悪の事態
   及び
   第２期⻑野県強靭化計画 ３２の起きてはならない最悪の事態
   を参考として、維持・早期回復が必要な重要機能を念頭に置きながら、①で想定した
   リスク(⾃然災害)及び地理的・地形的、気候的、社会経済的等の地域の特性を踏まえ
   て、リスクシナリオを設定します。

 ３ ＳＴＥＰ２ リスクシナリオ（最悪の事態）の設定 

  ① ⾃然災害の想定

上⽥市国⼟強靱化地域計画の策定にあたって
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